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昨今、世界の先進的な企業では、社会が直面する課題の解決を目指して大義ある経営目標を掲げ、経済価値と社会価値を同時
追求する経営モデルを志向する動きが見られる。日本でも、一部の企業や社会起業家が国内外の社会課題の解決に取り組む様
子が報道されている。特に2011年の東日本大震災以降、企業が自社製品を被災地に提供したり、社会起業家が被災地で事業を
起こすなど、以前よりも、この分野での活動が活発になってきている。しかし、日本におけるこのような動きは一部の先進企業や
社会起業家に限られているのが実情だ。
企業が社会課題の解決に取り組むようになってきた世界的な潮流の背景にあるのは、企業の影響力の拡大に伴い、企業に対し
て社会課題解決の担い手としての期待が高まっていることと、金融危機の反省に基づく投資家の姿勢の変化である。国連で昨年
採択された、人間、地球及び繁栄のための行動計画である2030年アジェンダ「持続的持続可能な開発目標（SDGs）」でも、民間
企業が事業活動・投資・イノベーションなどを通じて、包摂的な経済成長と雇用創出を生み出し、持続可能な開発における課題
解決のために力を発揮することを求めている。また、投資家の間でも、より中長期的な視点で企業を評価しようとする動きが見ら
れ、環境（Environment）や社会（Social）、ガバナンス（Governance）といった課題への取り組みを企業評価に組み入れるESG投
資への注目が高まっている。日本でも最大のアセットオーナーである年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）がESG投資に舵
を切るなど、ESG投資はその存在感を急速に増している。
世界の先進的な企業は、このような社会の変化に迅速かつ戦略的に対応し、新たな市場創造や機会創出につなげていくことが、
今後の成長の鍵となることに気付いている。逆に、このような時代の動きに対応しないことが、機会損失にもなり得るのである。
そこで鍵となるのがイノベーションである。現在世界が直面する社会課題に対応するためには、社会あるいは企業が、これまで
にないアプローチを採ることが求められているからである。世界の先進企業が、この潮流に乗ってイノベーティブな戦略を打ち出
し実行する中、日本企業は充分に対応できているだろうか。イノベーションに関して言えば、日本企業では経営トップ主導の取組
みが進みつつあるものの、未だ限定的な状況である。その中でも取組みを積極化する企業は成長率が高く、資本市場からの評
価も高い傾向があることも判っている。 
経済価値と社会価値を同時追求するソーシャル・イノベーションには、従来の経済的利益追求におけるイノベーションとは異な
る課題がある。社会課題が複雑化しており、一企業が単独で解決するにはハードルが高すぎることが多々あることが要因の一つ
としてある。従って、企業が他組織と連携し、オープンイノベーションを起こすことが重要な戦略の一つになってきている。海外で
は、企業がNGO、国際機関、政府等と連携したり、複数の企業でコンソーシアムを形成したりして、多面的なアプローチで社会課
題の解決に取り組む動きが活発になってきている。その際、企業が外部環境と自社の状況を見極め、最適な戦略を選択すること
が、成功の鍵となる。本紙で紹介するソーシャル・イノベーションの進め方における５つの戦略のうち、４つが外部と何らかの形で
連携する形態を採っているのも、このためである。本紙では、各戦略のメリット・デメリットを分析し、また、陥りやすい失敗例も紹
介する。本紙が日本企業の、ひいては日本発のソーシャル・イノベーションの嚆矢となり、日本企業と社会の価値向上につながれ
ば幸甚である。
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今日我々が目にしている、従来型ビジネスで社会課題に対応
するというシフトの多くは、数年前に始まったばかりです。
2010年の時点で、大手グローバル企業14業種の29社は、モノ
が生産され、消費される方法を根本的に見直せばメリット
があるかもしれないことを認識していました。教育からヘル
スケア、モビリティに至るまでの領域において、市場に立脚
したソリューションによってポジティブなインパクトを実現
することができるはずでしたが、実際にはほど遠い状態に
あるようでした。「持続可能な開発のための世界経済人会
議（WBCSD）」のビジョン2050はそうした強い思いを受け、喫
緊の社会課題を、企業がよりインパクトの強いソリューション
を新たに導入するための非常に大きなチャンスと見なして
います。

こうしたビジョンや活動が、今日ほど時代にマッチしていた
ことはありません。企業に対し、創造力を働かせ、互いに協力
して貧困やジェンダーの平等、HIV／AIDS、気候変動といっ
たサステナビリティに関する課題に対処することを明示的
に求める「持続可能な開発目標（SDGs）」が昨年秋に採択さ
れたことは、そのことを物語っています。

未来志向の企業は、企業主導のベンチャー事業を通じて、
社会が直面している最大の課題に対処する方法を既に見出
しつつあります。このベンチャー事業はインパクトが強く拡張
性があり、測定および反復が可能で、伝統的な従来型ビジ
ネスを超えるものです。本レポートで探っていくように、企業
にとってソーシャル・インパクトを追求することは最も利益
に適っており、その根拠は増える一方です。企業は、需要の
大きさや（株主や消費者だけに留まらない）ステークホル
ダーの選好を理由に、それ自体の有用性に加え、社会に価値
をもたらすような商品・サービスを提供するよう、これまで
にない圧力に晒されています。この現象は、企業の行いを
ソーシャル・メディアで絶賛または猛烈に批判する目の肥え
たミレニアル世代※の顧客から、コミュニティの健やかで幸
福な生活と将来の見通しを改善する、教育や保健サービス
を求める台頭著しい世界各地の中産階級に至るまで、幅広
い集団の中に見ることができます。ステークホルダーの間に
こうした期待が浸透していることを背景に、今ではほとんど
の多国籍企業がそれに気づき、応えようとしています。

「供給」サイドのトレンドもまたこのシフトを強化しています。
そうしたトレンドのいくつかは明らかにチャンスと言うことが
できます。企業はテクノロジーを通じてより多くの顧客に接し、よ
り低コストで顧客のニーズに応えることができるからです。新
たな法的形態や財務構造の登場によって、財務面でのインパ
クトとソーシャル・インパクトの間の緊張は緩和されました。
また現状を脅かすトレンドもあります。社会に対するポジティ
ブなインパクトを元にブランド全体を構築している「生まれな
がらにソーシャルな」企業は、業界の常識に挑戦し、時代につ
いていくのが難しい老舗企業を置き去りにしています。企業
は資源の不足や気候変動を背景に効率性の改善を進めてお
り、そのことは、特に国連気候変動枠組条約第21回締約国会
議（COP21）を巡る激しい議論を引き起こしました。

1つ確かなことがあるとすれば、それは従来型ビジネスは持続
可能ではなく、ソーシャル・イノベーションは1つの魅力的な
代替案だということです。

WBCSDおよびデロイトを含むそのメンバーは、企業が社会
に提供する価値を定義し直し、イノベーションを通じて世界
の課題を解決する上で、関係者同士の協力による問題解決
が極めて重要であることを認識しています。こうした新たな
ビジネス・ソリューションをうまく開発すれば、企業はリスク
管理の方法を改善し、消費者の需要を先読みし、成長市場
に足場を築き、必要なリソースへのアクセスを確保し、サプ
ライチェーンを強化することが可能となるでしょう。

WBCSDおよびデロイトは、本レポートを通じ、企業がソー
シャル・インパクトを伴うビジネス・ソリューションを開発し、
中核事業に組み込む理由にとどまらず、その方法にも焦点
を当てて解明したいと考えています。本レポートでは、先行
企業の成功事例と失敗事例の両方を理解することにより、
企業が自社のソーシャル・イノベーションに向けた準備態勢
が整っているかどうか、また整っている場合はどの戦略が自
社の潜在的な商品・サービスに最も適しているかを理解す
るのを手助けしたいと願っています。本レポートが、長期的
なサステナビリティを高め、財務面での成長とソーシャル・
インパクトを実現するための手段として、より多くの企業が
ソーシャル・イノベーションを積極的に追求するきっかけと
なれば幸いです。

ピーター・バッカー
持続可能な開発のための世界経済人会議
プレジデント兼CEO

デイビッド・クルックシャンク
デロイト トウシュ トーマツ リミテッド
グローバル チェアマン

※1980年代以降に生まれた世代
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はじめに

科学者の会社が本当に世界を変えることなどできるので
しょうか。従来型ビジネスを作り変え、自社を超えたより大
きな将来のビジョンに向けて事業を推進することは、商業
的に見て十分に魅力的と言えるでしょうか？従来型ビジネ
スを作り変えるという最初の挑戦が十分に野心的でなけれ
ば、自社を超えたより大きな将来のためのビジョンに向け
て事業を推進するという後者の挑戦が一層複雑化すること
は明らかです。しかしノボザイムズ社の経営陣は、工業バイ
オテクノロジー分野における自社の能力をこの大胆な野望
のために展開する可能性を見出し、実行に移しました。1

そうした取り組みに必要なものを見極めることは、それ自
体が一仕事です。研究開発部門のイノベーションの「インサ
イダー」と起業家精神にあふれた他部門の従業員は、意気
込んでプロジェクト候補の調査に乗り出したものの、どれも
一長一短と結論づけざるを得ませんでした。時間がかかり
過ぎることや、あまりにも多額の投資を必要とすることや、
十分なインパクトまたはリターンが得られないことを理由
に、プロジェクト候補は1つずつ却下されていきました。

2008年、ついに1人の従業員が、（たとえ他部門は納得しな
いにしても）有望と思われる、あるアイデアを経営陣に提出
しました。そのコンセプトは、モザンビークの成長著しい首
都マプトにおいて、持続可能な方法で栽培されたキャッサバ
という植物から現地でエタノールを作り、木炭の代わりにク
リーン・エネルギーを調理に用いるというソリューションで
した。同社のCEOはそのプロジェクトを承認し、そのまったく
新しいビジネスモデルがどのように発展するかを見届ける
ため、自身の直接の管轄下に置きました。

同社はその後の数ヶ月間でそのアイデアをビジネス・プラン
へと進化させ、現地の団体やグローバル組織との間でパー
トナーシップを結び、最終的には全額を出資してモザンビー
クにまったく新しいバリューチェーンを包含する会社を設立
しました。この新事業は都市部の家庭に化石燃料エネル
ギーに代わるより安価な代替物をもたらし、木炭を目的と
した森林の伐採を減らし、同地域における収入の増加と土
地の生産性向上をもたらしました。2

ノボザイムズ社の多くの人々は、モザンビーク事業が現地
社会にもたらしたポジティブな成果を目にし、従来とは違う
種類の事業機会に強い関心を抱きました。同国が年間2ケ
タのGDP成長率を示すまれな国であり、急成長する中産階
級市場の入り口に立っていたという事実も事業を後押しし
ました。3 同社は数千ものサプライヤーや顧客の協力を得な
がら事業を開発し、数百万ドルの資金を調達したのです。評
判は瞬く間に広がり、いくつもの賞を獲得し、レセプションに
招かれ、取材を受けました。

この新しいベンチャー事業がぐらつき始めたのは2012年、
前年より大きな成功を収めかけていたちょうどその頃でし
た。最初はバリューチェーン内の問題と思われていたもの
が大規模なコスト超過へと発展したのです。現地政府と反
乱軍との対立によって供給に混乱が生じ、売上は低下。現
地の経営陣は何とか問題を回避しようと努力したものの、
何度か救済の試みを行った後、最終的には必要な投資額が
株主の投資意欲を上回り、2014年に事業をたたむことにな
りました。4

ノボザイムズ社はこの出来事を後から振り返り、社会を前
進させようという意思を持ち、そのためにベストを尽くした
にもかかわらず、そのベンチャー事業を適切に育てるため
に必要な現地の背景情報も、能力も持っていなかったこと
に思い当たりました。ガバナンスはあまりにも弱く、後手に
回り、パートナーシップは対立に十分対処できるようには設
計されておらず、またそのプロジェクトを中核的な事業部門
から分離したままにしておいたのは賢明ではありませんで
した。中核的な事業部門はプロジェクトに関心を抱き、トラ
ブルが発生すればプロジェクトを守れるような力を持って
いたかもしれないからです。

バリューチェーン全体の改革ほどではないものの、高い目
標を掲げているプロジェクトや、バリューチェーン改革と同
程度に意欲的な目標を追求している多くの企業は、これら
と同じ課題と闘っています。本レポートで詳しく見ていくよう
に、そうしたプロジェクトには時間がかかり、独特のスキル
セットと地理的なリーチが必要となりますが、そのためには
企業が従来とは異なる方法で事業を運営し、インパクトを
定量化することが求められます。
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こうした要件によって、ソーシャル・インパクトを与える試み
を追求しようとする企業の意欲が削がれることはありませ
ん。それどころか、企業の間ではこれらのソリューションを事
業の不可欠な一部分と見なす傾向が強まっています。本レ
ポートで更に詳しく見ていきますが、我々の調査から浮かび
上がったいくつかのストーリーについて考えてみましょう。あ
る石油・ガス大手は徐々にライフサイエンスに軸足を移し、

「people-planet-profit」テストに合格しないプロジェクトに
はもはや投資していません。またはあるスナック食品会社
は、風味を犠牲にすることなく、より健康的な原料を開発す
るため、基礎科学の研究開発費を10倍に増やしました。し
かしこれほどの規模の変革を行っているのは、大手多国籍
企業のうち少数に今も留まっています。

このことは、デロイトのソーシャル・インパクト部門がフォー
チュン500社を対象に行った分析結果と一致します。それに
よると、真の「社会イノベーター」に該当するのはそのうちわ

ずか3%なのに対し、『ファースト・カンパニー』誌が挙げる最
も革新的な企業の中では優に3分の1がこれに該当します。
ここから判断する限り、老舗多国籍企業のほとんどは、新興
の「生まれながらにソーシャルな」企業から多くを学ばなけ
ればなりません。5 そうした新興企業は、社会的な目的を財
務目標と同列に扱うことができることを評価されています。

「社会イノベーター」になりたいと願う多国籍企業が増えた
としても、その大多数は依然として、透明性と社会的責任を
求める外部からの圧力を受けて対応する「社会貢献企業」
か、より積極的にソーシャル・インパクトを自社の商品・サー
ビスに盛り込む「社会価値創造企業」のどちらかに分類され
るでしょう。これらのタイプについては、下の囲み記事でより
詳しく解説しています。本レポートが主な読者層として想定
しているのは、中核事業を通じてより大きなソーシャル・イン
パクトを実現したいと考えている企業です。

フォーチュン500社のうち、
真の「社会イノベーター」に該当する
のはわずか3%なのに対し、

『ファースト・カンパニー』誌が挙げる
最も革新的な企業の中では優に
3分の1がこれに該当する

デロイトは2015年、企業の公開情報を60の指標に基づいて調査することにより、6つの業種、53の分野および40ヶ国にまたがる
フォーチュン500社がソーシャル・インパクトの優先順位をどう設定しているかを分析しました。これらの指標のスコアを集計し、
ソーシャル・インパクトを中核事業にどの程度組み込んでいるかに基づいて、簡単な4つのタイプに分類しました。これら4つ
のタイプの定義と分布は以下の通りです。

● 株主価値中心企業：株主価値中心企業にとっての最大の動機は、短期的な株主価値を最大化することにあります。戦略で
はリスクの軽減を重視します。

● 社会貢献企業：社会貢献企業にとって、ソーシャル・インパクト追求の背景にあるのは主要ステークホルダーとの関係を含め
た外部要因です。戦略は社内で縦割り化されており、横の連携はありません。

● 社会価値創造企業：社会価値創造企業にとって、ソーシャル・インパクトは自社の戦略や複数の事業部門に組み込まれて
います。

● 社会イノベーター：社会イノベーターにとって、ソーシャル・インパクトは全社的な戦略の不可欠な一部となっています。事業
では社会を意識したモノ／サービスおよび市場を創出します。

社会貢献企業や社会価値創造企業はソーシャル・インパクトを生み出す新しい商品・サービスの革新に強い関心を抱いてい
ることから、本レポートで紹介する、最も優れた社会イノベーターからヒントを得た5つの戦略は、企業がソーシャル・インパ
クトへの道を進むのに役立つでしょう。

企
業
数

利益優先 社会優先

株主価値
中心企業

11%
社会

イノベーター
3%

社会価値
創造企業

33%

社会貢献企業
53%

（Driving corporate growth through social impact）」Deloitte（2015）
（www2.deloitte.com/us/corporate-archetypes.html）

企業の4つのタイプ



イノベーションのライセンス　ソーシャル・インパクトをもたらすブレイクスルー戦略 7

約20社とのインタビューおよび二次調査から、ソーシャル・
インパクトへのプロセスの途上にあり、インパクトと成長を
実現する過程で既に大きなハードルに出くわし―そして多く
の場合乗り越えた―多数の企業が浮上しました。

上で述べた先行企業の行動原理は今なお有効です。手始め
に、大手企業の多くがどこで事業を営み、何を売るかについ
ての重大な決断に「社会」という基準を持ち込むというトレン
ドを紹介します。本レポートはソーシャル・インパクトと同時に
成長を実現することに主眼を置いています。ソーシャル・イン
パクトとは、特にそれまでサービスを十分に受けられていな
い人々に関する、教育や健康、そして機会へのより平等なア
クセスなど、社会に影響を及ぼす課題に対する測定可能な
改善を意味しています。場合により、企業は環境へのインパ
クトを戦略的な意思決定の判断基準として加えることもあ
ります。本レポートには社会と環境に関するインパクトの両
方を追求する例がいくつか含まれていますが、本レポートの
焦点はあくまでソーシャル・インパクトを目的とした戦略を
特定し、探ることにあります。

一部の企業が「なぜ」ソーシャル・インパクトを成長機会とし
て追求しているのかが明らかになれば、本レポートの大部
分を、企業が「いかにして」それを実現しているのかという、
それよりはるかに難しい疑問に割くことができます。我々が
特定した5つの戦略は、企業がイノベーション・プロセスにど
の程度当事者として携わるかという点でそれぞれ異なって
おり、ソーシャル・イノベーションを完全に社内で推進する
ケースから、プロセスの大部分について外部の協力者を活
用するケースまで様々です。また企業にはこれらの戦略を組
み合わせて追求するという選択肢もあります。本レポートで
は、企業がどの戦略を追求するかを選ぶ際に参考となる情

報を提供するため、効率的に戦略を展開する方法、そして避
けるべきことについての実例やアイデアを紹介しています。
ここでは、企業が自身の選んだ道に乗り出すための準備を
整えるに当たり、企業がソーシャル・インパクトの追求を成
功させるために必要な、企業内、業界内、更に幅広い環境に
おける条件を挙げています。

新しい領域に先駆者として足を踏み入れる時、時として失
敗は避けられないものであり、そのため物事がうまくいかな
かった場合に、立ち直ることができる柔軟な態度は欠かせ
ない条件です。ノボザイムズ社は、モザンビークでのベン
チャー事業を諦めた際、インパクトの強いベンチャー事業を
追求するという大胆なビジョンに背を向けてもおかしくは
ありませんでした。同社はそうせずに社内外で直面していた
社会全体に広がる課題を考慮し、自社や、よく似た野心を持
つ他の企業がこうした課題に対処するにはどうすればよい
かを協議しました。

同社はその後WBCSDと提携し、インパクトの強いベン
チャー事業を追求したいと考える大手企業が直面している
課題の多くに対処するインキュベーターの開発という道を
選びました。このインキュベーターはDIVA（デベロップメン
ト・スルー・インパクト・ベンチャー・アクセラレーション）と呼
ばれ、同社がモザンビーク事業で直面したつまずきの原因
を切り抜ける道を他の企業に提供しています。これは、
SDGs実現を明確な目標に掲げた同社の「インパクトのため
のパートナーシップ」戦略とも一致します。6 企業の商品・
サービスが社会で果たす役割や社会に与えるインパクトを
本当の意味で定義し直すには、こうした不屈の精神や協力
精神が不可欠です。

「ソーシャル・インパクト」と「ソーシャル・イノベーション」は時として互換可能なコンセプトのように扱われることがあります
が、その場合、プロセスとその結果との間にあるわずかな、しかし重要な違いを見落とすことになります。企業は一見、ブレイ
クスルーをもたらすビジネス・ソリューションを開発するためにイノベーション・プロセスに乗り出すように見えます。ソーシャ
ル・イノベーションの場合、「ブレイクスルー」にはソーシャル・インパクトと財務面での成功という2つの次元があり、多くの場
合、ソリューションを通じて実現したインパクトの測定にも注目しています。

「ソーシャル・イノベーション」と「ソーシャル・インパクト」の違い
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成功している企業は、事業上、従来の顧客や商品・サービス
以外に手を広げるだけの魅力があると判断しない限り、現
在追求しているものと同じ規模でソーシャル・インパクトを
追求しようとはしません。結局のところ、ソーシャル・イノ
ベーションにはリスクや課題が付きまといます。ブランドに
対する潜在的なリスクや、リターンが極めて不確実なことに
資金を投じたり、もっと自社の得意領域に近く、もっと身近
な機会を追求するのに費やせた時間を失ったりするリスク
があるだけでなく、ソリューションが実際に社会的成果を改
善したかどうかを評価する労力も必要です。

しかしながら、近年市場で起きつつある変革を背景に、企業
が急速に変わりゆく世界の中で行動を起こさずにいれば、
社会とのずれが生じ、市場シェアを失い、そして恐らくは陳
腐化するという代償を払わなければなりません。ヨーゼフ・
シュンペーターの言う「創造的破壊」を思い起こさせる事例
は山のように存在し、場合によっては業界全体が壊滅的な

打撃を受けることもあります。近年、ストリーミング・サービ
スの登場が音楽業界に波乱をもたらしたほか、紙媒体の
ジャーナリズムの世界では、おびただしい、無料または低価
格のデジタル・コンテンツの蔓延が混乱を引き起こしまし
た。50年前には、フォーチュン500社の仲間入りを果たすに
は平均75年にわたり業界トップの座を維持していなければ
なりませんでしたが、今やその平均期間は15年を下回って
います。7 今日の企業は、現在の周辺的な要因やトレンドを
考慮することの重要性をこれまで以上に認識しています。こ
うした事柄が、自社の事業に大きな変化をもたらす可能性
があるからです。ソーシャル・インパクトは、以下で紹介する
多くの理由のためにニッチな話題からより主流の話題へと
移ったテーマの1つです。多国籍企業は、自社の事業と直接
関係のある社会課題は言うまでもなく、気候変動に関する
COP21会議で決定した世界的な目標やSDGsがどれだけ広
い範囲から支持されているかを考慮しなければ、そのつけ
を払うことになるでしょう。

ソーシャル・インパクトを
追求する事業例

今や企業が競争力のためにソーシャル・インパクトを追求していることは皮肉に見えるかもしれません。こうしたトレンド
を大きく後押ししているのは購入者、つまり世界経済の「需要」サイドにいる人々が、その規模と選好を通じて行使する影
響力です。

新興国の中産階級が倍増したことを大きな理由に、世界の需要の高まりは過去最大のレベルに達しています。一方、最
近の先進国では生活水準の停滞と中産階級の空洞化が特徴であり、史上初めて、新興国が本当の意味で世界的な中産
階級となりつつあります。中国、インドおよび一部の東南アジア諸国で中産階級の台頭が著しいことから、世界の中産階
級は現在の20億人から2030年までには2倍以上の49億人に拡大すると予想されます。8 国際金融公社は、現在、経済ピ
ラミッドの底辺（Base of the Pyramid:BOP）、つまり中産階級の購買力を大きく下回る層に位置する45億人の購買力を
5兆米ドルと見積もっています。こうした人々が全体として求めている、学校教育や診療所へのアクセスといった商品・
サービスの多くは、社会的成果を促す効果があります。9

更に、消費者と人材の大半は、透明性が高く、社会的責任を果たす企業を好み、しかもそれを条件として挙げる人は増え
る一方です。今日では、購入前に何らかのカスタマー・レビューまたは格付けに目を通す消費者は81%にのぼります。10

「社会的責任を果たす企業」に対する消費者の期待も高まり、従業員の多様性から原料の健康に対する安全性、そして消
費者データの利用方法に至るまで、これまでは対象にならなかった事業の側面も注目されるようになりました。未加工
食品や自然食材を求める消費者は、企業が人工香味料でイチゴの香りや味を完璧に再現できるかどうかにはあまり関
心がなく、一部の地域では加工食品やファーストフード・チェーンの売上に影響が出ています。最近の調査によれば、特に
こうしたシフトを牽引しているのはミレニアル世代※であり、調査を行ったミレニアル世代の42%が大手食品会社に対す
る不信感があると答えたのに対し、他の世代の顧客ではその割合は18%でした。11 またミレニアル世代は単に「利益を生
む」ことを目的とする企業よりも「社会を良くする」ことを目的とする企業に引かれる傾向にあります。12 世界的に見ても、
一般的に最も貧しい社会層でさえ、携帯電話を使って価格やオプションを比較しながら、貴重な資源をどこに費やすかを
機敏に賢く判断しています。

※ミレニアル世代【1980年代以降に生まれた世代】

需要側の視点
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株式投資家の間では、自分と同じ価値観を持つ企業に投資する傾向が強まっています。株式投資家は、サステナビリティや
気候変動対策を推進することから、略奪的な貸付行為と戦い、人権や労働者の権利を支援することに至るまで、責任のあ
るビジネスを奨励するために投資しているのです。また環境、社会、ガバナンス（ESG）基準をポートフォリオ投資の意思決定
に取り入れる資産運用会社は増加傾向にあり、米国では、ESG投資資産が2012年～2014年で4倍に拡大しました。13 また
2015年に提出された、社会や環境に関する株主決議案は、過去最高を更新しました。14 まれにではあるものの、決議案に
対して株主の過半数の賛同を得ることが、方針を変えるよう一般社会から企業に圧力をかけることになり、また、こうした
訴えについての意識を啓発する消費者キャンペーンやメディア・キャンペーンがこうした現象と併せて実施されることも少
なくありません。

消費者と株式投資家は、企業がその要望に応えなければならない、拡大するステークホルダーの一例に過ぎません。ペプ
シコ社のインドラ・ヌーイ会長兼CEOはこう述べています。「もはやCEOの仕事は従業員や顧客、サプライヤー、投資家に対
応することだけではありません。政府やNGO、そして会社に異議を唱えようとするあらゆる利害関係者に対応しなければな
らないのです」。15 近年企業には厳しい目が向けられており、企業を信頼すると答えた消費者がわずか57%に留まったこと
はその現れと言えます。16 こうした内心の不信は、積極的な発言となることが知られていて、オンラインには思いつく限りの
強力なコメントが投稿され、Twitterでの炎上や、巧みな（しかし評判に傷が付くという点では勝るとも劣らない）社会的な
コメントによって急速に広まる可能性があります。2022年のワールドカップ招致合戦が繰り広げられる中、企業ロゴをも
じった声明が作られたのはその一例です。17

企業がソーシャル・インパクトを実現しようとする際に直面する多くの要望にはチャンス（新しい消費者や商品）もあれば
脅威（大衆の怒りを買ってブランドが毀損され、売上が減少する）もありますが、たとえ理由は正反対であっても、チャンス
も脅威も企業がそうした要望に応えることを後押しするという点は共通しています。しかし市場の要望は物事の一面に
過ぎません。「供給」サイドの様々なトレンドが、ソーシャル・インパクトを生むビジネスモデルの開発を促しているからです。

企業はテクノロジーによって、より多くの人々のためにより低コストでインパクトを実現することが可能になっています。
例えばケニアのサファリコム社は、金融サービスが行き渡らず、現金の輸送は一般にリスクが高く時間もかかっていた国
にチャンスを見出しました。ケニアでは、10年もしないうちにサファリコム社の送金およびマイクロファイナンス・サービス
用プラットフォームであるM-Pesaがほぼどこでも日常的に利用できるようになり、金融サービスの利用者は2,000万人近
くにまで広がり、数千もの小規模事業が立ち上げられることになりました。18 テクノロジーによって顧客との距離が縮ま
り、企業が顧客に提供できる能力が拡大し、絶えず変化する顧客ニーズにより早く応えることが可能になりました。

「シェアリング・エコノミー」では所有することよりもアクセスが重視され、そのため商品よりもサービスが成長の牽引役
となる傾向があります。テクノロジーのおかげで、自動車も、宿泊場所も、知識も、そして世界に300ヶ所以上あるファブラボ
のような「maker space」でカスタム・ソリューションを自作する時に必要な道具さえも共有することが容易になりました。19 
一般的に、ミレニアル世代※は幅広い製品カテゴリーに対する所有への関心が比較的低く、シェアリング・エコノミー推進
の旗振り役と言われます。こうした新たな競争相手の出現により、地域のタクシー会社も国際的なホテル・チェーンも一
様に自社のビジネスモデルを見直さざるを得なくなり、それと同時に、サービス・プロバイダーとしての役割を果たせる
人々は、新しい柔軟な働き方や収益源を見出しています。雇用の可能性や、移動その他のサービスに対するアクセスの拡
大は、こうした新しい事業の中から生まれた社会的便益と言えます。

ソーシャル・インパクトに焦点を当てた資金調達の選択肢には様々なものがあり、革新的なビジネスモデルを開発するた
めの資金を提供しています。今日の企業には、インパクト投資や慈善資金と営利資金を組み合わせた複合型の資金調達
構造を含め、金銭的利益と社会的利益を目的とした投資の選択肢が豊富にあります。またコーポレート・ベンチャリング
に社会や環境に関する基準を取り入れる企業も増加傾向にあり、ベンチャー事業案件全体の20%を占めています。20 ＪＰ
モルガン／GIINが行った最新のインパクト投資家調査では、対象となった146の主要インパクト投資家の2014年のイン
パクト投資額は106億米ドルで、2015年には投資額を16%拡大することを計画していました。21

※ミレニアル世代【1980年代以降に生まれた世代】

供給側の視点
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「生まれながらにソーシャルな」新規参入企業は、大手企業の商品・サービスに代わる魅力的な代替物を提供すると同時
に、測定可能なソーシャル・インパクトをもたらしています。オネスト・カンパニー社やメソッド社のような企業は昔からある
消費者ブランドと同じ店の陳列棚で直接競争していますし、一方で他のスタートアップは絶えず変化する消費者のオンライ
ン・ショッピングの好みに適応し、健康的なスナックの定期
購入プログラムや商品を１つ買えば１つ寄付されるオンライ
ン注文サービスを提供し、社会的サービスや生活必需品を
低所得者層に直接届けています。こうした新規参入企業が
自社のビジネスモデルのインパクトや収益性を実証できれ
ば、投資家にとって魅力的な投資先および買収対象となる
ことも多々あります。ベイン・キャピタル社がTOMS社の株式
を50%取得したのもその一例です。

企業はかつて株主の富を最大化することに専念し、財務目
標の達成のみを基準に成功の度合いを測っていましたが、
新しい法的形態の登場により、企業にとってソーシャル・イン
パクトを優先することは以前よりも容易になりました。今や
低収益有限責任会社（L3C）またはベネフィット・コーポレー
ション（B Corp）という法的地位に基づいて企業を設立することが可能になり、ソーシャル・インパクトの追求にかまけて受
託者責任を果たしていないと訴えられるリスクは低下しました。「ベネフィット・コーポレーション」法はこれまでに40ヶ国以
上で制定されています。22 B Corpとして登録されている企業には、パタゴニア社、ワービー・パーカー社、キックスターター社
など、昔からある企業も、新しい企業も含まれています。

気候変動や天然資源の不足もまた、多くの企業が自社の活動や商品における資源効率改善に努めるきっかけとなっていま
す。そのため企業は再生可能エネルギーや環境配慮型ビルなどの領域における新技術を開発し、調達やサプライチェーン
の改善を通じてゴミを削減しています。欧州の人々の90%は自国の政府に対し、2030年までにエネルギー・ミックスに占め
る再生可能エネルギーの割合目標を引き上げ上げてほしいと思っています。23 インドでは2014年の選挙で再生可能エネル
ギーが大きな争点となり、多くの有権者が、同国の電化率を高めるために再生可能エネルギーを利用するよう求めました。24 
中国はこうした取り組みを1つ上のレベルにまで押し上げ、投資に意欲的な姿勢を見せています。中国企業は「2014年、再
生可能エネルギー・プロジェクトに対して2013年の投資額を31%上回る890億ドルという記録的な額の投資を行い」、この
セクターにおける世界有数の投資者となっています。25 

ここで述べた供給側のシフトのうちいくつかは企業がソーシャル・インパクトを優先するのを容易にしましたが、残りのいく
つかは、ソーシャル・インパクトを不可欠なものにしました。需要側のシフトと合わせた効果の1つは、企業がどのような種類
のソーシャル・インパクトを創出するかについての考えを明確にしたことでした。業界や国によっては、ソーシャル・インパク
トは企業が競合との差別化を図り、新規参入企業から自社を守るチャンスを提供しており、また別の企業にとっては、今や

「営業ライセンス」の一部を成す、業界全体の必須事項となっています。後者のグループに属する企業でさえ、単に業務を
行っている業界や地域の基準を満たし、期待に応えるだけに留まらず、「成長ライセンス」ポジションへの移行を検討すると
ころが増えています。成長ライセンスとは、ペプシコ社の持続可能な開発担当シニア・ディレクターであるダン・ベナの言葉
を借りれば「単にコミュニティ‒で許容されるだけでなく、コミュニティ‒に招き入れられる」企業となることを意味します。

本レポートの知見は、多国籍企業の代表者、国際組織、およびソーシャル・イノベーションの専門家との20以上のインタ
ビューから得られたものです。本レポートの考えの大部分は、ソーシャル・インパクトのためのビジネス・ソリューション開発
に必要な社内の条件とパートナーシップに関するインタビュー対象者の意見に基づいて形成されています。本レポートに記
載した5つのソーシャル・イノベーション戦略を既に追求しているWBCSDメンバー企業の経験に目を通すことで、各戦略を効
果的なものにするための見識を得ることができます。

一部の業界や世界の一部地域では、
ソーシャル・インパクトを目的とした
商品・サービスは、企業が競合相手との
差別化を図り、新規参入企業から自社を
守ることを可能にするものであり、
また別の企業にとっては、
今や「営業ライセンス」の一部を成す、
業界全体の必須事項となっている

本レポートの調査方法
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ソーシャル・インパクトを
目的としたイノベーションにおける障壁

正当性と支援が足りない場合：企業文化が変化全般に抵抗
するようなものであるか、「ソーシャル・インパクト」プロジェ
クトの特定の側面に関して社内の人々が抵抗する場合は、
社内でソーシャル・インパクトのための試みに対する十分な
支援を得ることはできません。

ソリューション候補が未熟／初期の段階である場合：例え
ば意思決定のカギを握る人物が、優先順位の高い特定の課
題への対策を講じるのに自社が適した立場にあることに同
意し、当該社会課題が十分理解されている場合でも、ビジ
ネスモデルによって効率的に望ましい成果をあげられるか
どうか、確信を持てない可能性があります。

リソースが限定的で、投資の機会コストが高い場合：「ソー
シャル・インパクト」を目的とした商品・サービスの開発に当
てられる社内の人材および／または資金が不足している場
合は、行動が行き詰まったり、行動を起こせなかったりする
ことがあります。外部からの資金調達という選択肢がある時
でも、企業はそれに馴染みがないか、（恐らく調達条件や調
達期間を理由に）魅力がないと判断する可能性があります。
その上、「ソーシャル・インパクト」を目的とした商品・サービ
スはコストまたはリスクが高く、予想利益率が低く、損益分
岐点まで到達するには長い時間を要することから、期待収
益率が他の投資機会を下回る可能性があります。

戦略と経営のミスマッチ：企業が未だに「ソーシャル・インパ
クト」を企業の社会的責任または広報活動の一部に過ぎな
いと考えている場合、既存の経営体制や経営プロセスを新
しい商品・サービスの開発に利用できない可能性が高く、中
核事業に携わっている人々は、貢献しようという強力なイン
センティブを感じない可能性があります。

構造的な社会課題に対処することの複雑さ：独力で迅速に
行動することに慣れた企業は、社会システム全体の視点を
持つことに苦戦するかもしれません。社会課題の根本的な
原因に対処するため、複数のセクターおよび分野の集合知
を活かしたソリューションを開発するには、時間と労力を投
じなければならないためです。カギとなる組織や機関の協
力が得られず、「実行可能な最低限の環境」がなければ、社
会全体に広がる課題に取りかかることはできません。

自社の成果に帰属でき、かつ測定可能なソーシャル・インパ
クトを証明することの難しさ：多くの企業は、自社の商品・
サービスが標的と定めた社会課題に与えたインパクトが自
社のアクションと明らかに関係していることを証明し、その
インパクトを透明性の高い方法で定量化するよう、社内外
のステークホルダーからの強い圧力に晒されています。ラン
ダム化比較試験※のように厳しく審査する評価制度がなけ
れば、他の多くの変数の中から、自社の介入が及ぼした影
響を分離することは難しいと言えます。

資金調達が十分でないか、または調達方法が不適切な場合：
外部からの投資が必要な新しいソリューションの開発は、開
発の各段階で、ソーシャル・インパクトを追求するベンチャー
事業固有のニーズ（資金だけでなく、比較的長い時間をか
けて商品・サービスの社会的成果を評価し、または能力育
成に投資する必要がある）にマッチした条件で資金を調達
できるかどうかにかかっています。こうした制約を理解した
上でそのような支援を提供してくれる資金源から資金を調
達できれば競争上有利ですが、そうした資金源を確保する
には多くのリソースを費やし、前もって入念に申込みを行
い、継続的に評価を行う必要があります。

供給と需要に牽引された上述のトレンドは、企業が他社に先駆けて自社事業のソーシャル・インパクトを高める十分な理由
となっています。しかし事業の他の部分で上手くいっていることを測定可能な具体的な社会的成果に結びつけ、さらに一層
の成果をあげられる商品・サービスに応用することは、多くの場合、最も革新的な企業にとってさえ困難です。まだサービス
を提供していない人々や、まだ応えられていないニーズに手を伸ばそうとする場合は尚更です。以下では、我々の調査から
浮上した、社内外のよくある障壁のいくつかを紹介します。

これらの障壁は、戦略的観点から事前に適切な対策を講じることにより、緩和したり完全に回避したりすることが可能です。
次のセクションで紹介する戦略は、企業が社内におけるスキルやリソース、支援、そして社外からの圧力などに応じた最適
な道を通じてソーシャル・インパクトを推進する方法を特定できるよう、手助けすることを意図しています。

社内 社外

※対象者を無作為に介入群（ある事柄を実施）と対照群（実施しない）とに割り付け、
　その後の現像を両群間で比較するもの
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5つのソーシャル・イノベーション戦略

我々の調査に参加してくれた企業は世界中の様々な業種や
地域に分布していますが、上述のトレンドはインタビューの
中で繰り返し言及されており、そのことは、今日の企業が追
及すべき事業機会を選ぶに当たり、ソーシャル・インパクト
を利益と同じように真剣に考慮せざるを得ない理由を物
語っています。これらすべての企業を行動に駆り立てる理由
は同じかもしれませんが、どのような対応を取るかは企業
ごとに異なります。

ある企業はCSR活動に早くから事業部門を巻き込んできま
したし、またある企業はベンチャー事業を通じた投資に関し
て、社会側面の判断基準を何年も前から取り入れています。
いずれの場合も、困難な社会課題に取り組む強力な企業文
化を育てたいという、極めて強い熱意がうかがえます。現在
も活動を行っているもののそれでは不十分であり、改善の
余地があるという回答には、インタビュー対象者の確固た
るビジョンと率直さが反映されていました。ソーシャル・イノ
ベーションを追求するための基本的な条件が整っていると
述べた企業でさえ、最もインパクトが強く、財務面から見て
魅力的であり、企業のミッションに適した方法でビジョンを
実行するにはどうすればよいか、答えを探しあぐねていました。

幸い、この調査に参加してくれた多くの企業を含め、そうし
た進展を実現するにはどうすればよいか数年前から実験を
行っている「社会イノベーター」の成功と苦労から多くを学
ぶことができます。「素早く追随する」スタンスを取りがちな
企業は、「社会イノベーター」に目を向け、自社独自の試み
をゼロから開発するよりも、先行事例を正確に複製できる
かどうかを検討するでしょう。確かに、他社から学ぶことは

企業に新鮮な考えをもたらし、先駆者のつまずきの原因を
回避することに役立ちます。ピアソン社のサステナビリティ
／ソーシャル・イノベーション・バイスプレジデント アマン
ダ・ガーディナー氏は、低所得者層および社会から取り残さ
れた人々向けの商品・サービスの設計能力を社内で育成す
るに際し、バークレイズ社、GSK社およびマーズ社などの企
業と協力することで学べたことを高く評価しました。ガー
ディナー氏のチームは商品・サービスを学んだ内容と結び
つけようと務めており、この分野においてますます深まって
いくピアソン社の経験は、インパクトを測定したいと考えて
いる他の企業にとっても有益と言えるかもしれません。これ
は共同の学びが企業固有のイノベーション・プロセスを後
押しする例ですが、企業が既に市場に出回っているものの
コピー商品を販売することで、イノベーションを完全に避け
ようとする例も考えられます。26

我々の調査で浮上した5つの戦略は、単に既存の商品を複
製するのではなく、独自の商品・サービスを開発したいと考
えている企業のアプローチを反映したものです。その動機の
大部分を占めるのは、測定可能なインパクトをもたらす真
のイノベーションを実現し、問題を解決する画期的な企業と
いう評判を勝ち取り、それと同時に魅力的なリターンを得た
いという願望です。このため図1で定義した5つの戦略は、こ
れらの企業が積極的に取り入れているか、または現在取り
入れようとしているアプローチを反映しています。
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図1の定義と以下に挙げる例は、実務上、それぞれの戦略に
何が必要かを示しています。しかし第一に指摘しておかなけ
ればならないのは、この中に「最良の」または「最悪の」選択
肢などというものはないということです。企業の動機、能力、
そしてソーシャル・イノベーションにおいて果たしたいと思う
役割をすべて考慮し、自社にとって「最適な」戦略（または戦
略の組み合わせ）を決定すべきなのです。企業は自社の多
様な商品・サービスから成るポートフォリオを支えるため、
複数の戦略を組み合わせて追求することが可能です。

「動機」とは、その企業の文化やミッションをソーシャル・イン
パクトにどう反映し、また経営陣が優先順位をどのように設
定しているかを指します。ソーシャル・インパクトの強い事業
で有名になりたいと思う企業は先頭に立ってソーシャル・イノ
ベーション・プロセス全体を実施する場合があり　5　、また
単にソーシャル・イノベーションを少しだけかじってみたい
と思う企業、または幅広い新しいソリューションを一通り試
してみたいと思う企業はスタートアップに投資することを選
ぶかもしれません　1　。しかし意欲だけでは十分ではあり
ません。企業の現在の能力に含まれていない、特定のスキ
ルやリソースが必要になる場合もあります。

企業が差し迫った社会課題への取り組みに照準を合わせ
ると、その問題を解決するには多くのリソースや能力、時間
が必要であり、厄介だという評判に気付くことがほとんどで
す。企業は共通の目標のためのネットワークを通じて、セク
ターや業種の枠を超えて協力し合い、更に個々の参加者を
活性化する、クリエイティブな方法を次第に見出しつつあり
ます　2　。場合によっては、そのような協力が望ましい進
展を実現するためのソリューションをもたらしたり、ソリュー
ションの開発に役立ったりすることともあります。このことは
多くの活動によって真実であることが証明されており、20世
紀後半に行われた「緑の革命」での、主食である穀物の栄養
価と作物の耐性を高める試みや、もっと最近の、都市のエネ

ルギー効率と健全性を高める試みはその一例です。なかで
も最初のケースでは、より栄養価の高いコメの開発を目的
とした国際協力と多分野にまたがる調査を推進するため、
ロックフェラー財団から15年にわたり1億ドル以上を拠出し
てもらうことに成功しています。27 

必要な投資の規模が大きすぎて（しかも財務的なリターン
が覚束なく）、企業が独力で取り組むことを尻込みする場合
は、社会全体に広がる障壁を克服するためのリソースと専
門知識を集めた合同ベンチャー事業によって、その試みを
魅力的なものに変えられる場合があります　4　。しばしば

「サンドボックス」と呼ばれる共同実験場はひとつのアプ
ローチで、元々は防衛などの資本集約的なハイテク産業に
好まれてきたほか、最近では、自動運転車の開発に取り組
む自動車産業で好まれています。再生可能エネルギーおよ
びヘルスケア・セクターは、今後この戦略によって、市場を基
盤とした新たなソリューションの開発を加速させることがで
きそうな2大領域です。

「サンドボックス・ソリューション」戦略を選ぶということは、
企業が既にソリューションを持っており、あとはそれを磨け
ばよいだけであることを意味しますが、ソリューションを開
発するために外部の組織を雇う企業もあります。例えば、あ
る企業がインドにおいて特定の保健ソリューションに対する
需要が満たされていないことに気づくことはありえますが、
現地の法律や市場環境に精通していないために、及び腰と
なるかもしれません。この企業は、関連する専門知識を持つ
アクセラレーター（加速者）と協力することにより、商品開発
と市場への参入を加速するという選択肢を選ぶかもしれま
せん　3　。この文脈における企業の「役割」は、企業がソ
リューション開発プロセスにおいて他のパートナーと協力
するのとは対照的に、望ましいインパクトと成長をもたらす
実行可能なソリューションをどこまで自力で生み出すことが
できる（またそうすることを選択する）かによって決まります。

図1： 5つのソーシャル・イノベーション戦略

5つのソーシャル・イノベーション戦略

1 2 3 4 5

外部ソリューションへの投資
投資によって、

既に収益性とインパクトが
実証されている外部の

ソリューションを推進する

ネットワークを活用する
規模を拡大できそうな

ソリューションを特定し、
テストするため、課題解決のための

組織間ネットワークに参加する

ソリューション開発を
外部で加速させる
ソリューション開発を

加速させるために
外部のサービスを確保する

サンドボックス・
ソリューション

社内で開発されたソリューションを、
共通の実験場を通して

実証実験にかける

社内での
イノベーション
ソリューションを

完全に社内で開発する
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企業がイノベーション・プロセスをどの程度担当し、どの戦
略を追求するかという根本的な疑問は、企業が生産する
あらゆるものに関係してきます。作るのか買うのか、競争す
るのか買収するのか、協力者を雇うのか他の組織とチーム
を組むのか―企業が自己と外部環境をどう評価している
かが、企業が自社の投資や商品・サービスのためのイノ
ベーション・プロセスのどの段階を「担当」すべきかの決め
手となります。28

図2に示す5つの段階は、どれも新しいソリューションを創
出し、開発し、立ち上げる上での基本的なステップです。企
業はこのプロセスのどこか一部分に特化し、恐らく有効な
実証実験ができた時点で、多くのソリューションの規模を
拡大したいと考えるかもしれません。或いは、企業が選ぶ
戦略は開発中のソリューションの種類や自社の専門領域
によって変わるかもしれません。図3では、5つの戦略のそ
れぞれについて、イノベーション・プロセスのうち、通常、自
社と外部パートナーがどの部分に相当するかを表してい
ます。

古典的なイノベーションの枠組を5つのソーシャル・イノ
ベーション戦略に当てはめたのは、戦略によって、プロセス
を自社で担当するのか、外部パートナーが担当するのかが
異なることを示すためです。しかしこの5つの段階は一般
的なイノベーション・プロセスと同一かもしれませんが、実
際のところ、結果に測定可能な改善をもたらすソリュー
ションの創出には、往々にして、一般的なイノベーション・
プロセスにはない困難が伴います。遠隔地や低所得層の
セグメントにサービスを提供することの難しさのためか、
対象セグメントの民族性や人的な理由からその独特の
ニーズについて特別に配慮する必要があるためか、選択し
た社会課題に対応する組織の複雑なエコシステムのため
か、それ以外の複雑さのためかを問わず、ソーシャル・イン
パクトに向けて革新をするのに必要な能力が、自社のコ
ア・コンピテンシーに含まれていない場合があります。こう
した要因がどのように組み合わさっても、イノベーション・
プロセスを完全に社内で実行することに慣れた企業が、
ソーシャル・イノベーション・プロセスの初期の段階で外部
の支援を求めることになるかもしれません。次のセクショ
ンでは、各戦略におけるソーシャル・イノベーションに特有
の考慮事項について見ていきます。

社内イノベーション戦略　5　を除くすべての戦略において、企業は何らかの機能を果たす外部の協力者と協力することに
なります。場合によっては、関係者間のやり取りは、ファンドへの投資　1　など、より取引に近い様相を呈することがありま
す。しかし他のケースでは、健全なパートナーシップに欠かせない要素である、よりギブアンドテイクに基づいた方法で協力し
ながら問題を解決します。

ソリューション開発を外部で加速させる戦略　3　では、補完的な能力を持つパートナーが、企業単独ではなし得なかった
方法でアイデアを開発します。この作業は報酬に基づいて行われるため、サービス・プロバイダーは取引相手となります。
ネットワークの活用　2　およびサンドボックス・ソリューション　4　では、関係者がありとあらゆる種類の同等のパート
ナーとなり、　2　の場合は共通の問題に対して様々な種類のインパクトを与えうる初期段階のソリューションの実験を行
い、　4　の場合は社会全体に広がる障壁を乗り越えるために共通の環境で特定のソリューションをテストします。したがっ
て、複数の戦略にパートナーシップという要素が含まれることになります。

パートナーシップと5つの戦略

図2： イノベーションの5つの段階29

問題の特定 アイディアの
醸成

ソリューション
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実証実験 規模拡大と
普及
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5つの戦略が区別できたところで、以下ではそれを基に各戦略をより詳細に定義していきます。我々のインタビューを基
にした例を提示しながら、企業が各戦略を選んだ動機、各戦略が取りうる様々な形、そして企業が戦略をどのように実行
しているかを紹介します。

これらの例は出発点に過ぎず、これらの各戦略がどのような形を取るかはそれを追求する企業の創造力次第であり、無
限の可能性があることを認識しておいてください。各戦略の一般的なメリットとデメリット、適切に実行するためのカギ、
そして我々の調査から浮かび上がった落とし穴についても解説していきます。こうした詳細は、企業が新しい商品・サービ
スを通じたソーシャル・インパクトの実現に向けた次のステップとしてどの戦略を選べばよいのかのヒントとなります。

図3： 5つの戦略におけるイノベーションの段階別役割分担
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外部ソリューションへの投資
投資によって、既に収益性とインパクトが
実証されている外部のソリューションを推進する

1

この選択肢は、コーポレート・ベンチャー・キャピタルまたはそ
れ以外の共同投資手段を通じて社外の知的財産クリエイター
に投資するという、最も取引に似た性質のストレートなアプ
ローチです。コーポレート・ベンチャー・キャピタルとは、「親会
社内における、主要な事業ラインのためのアイデア、テクノロ
ジーおよびイノベーションを特定し、育て、加速する事業開発
活動」を指し、通常は株式持分の取得を伴います。30 場合に
よっては、コーポレート・ベンチャー・キャピタルが、コーポレー
ト・ベンチャー・キャピタル・ファンドによる後期段階での投資
手段となることもあります。31

投資の選択肢はますます広がりつつあり、この他の投資方法
としては、インパクト投資、ファンドに対するリミテッド・パート
ナーシップ、社会的企業に対するその他の資金提供が挙げら
れます。近年、一部の老舗金融機関の間では、自社の専門知識
とリソースを駆使して社会課題に取り組むことへの関心が高
まっています。JPモルガン・チェース社は、投資収益を得るだけ
でなく開発目標のために自分の資金を使いたいと考える従来
の投資家からの要望や、慈善活動家や各種機関からのサステ
ナブル活動のための資金要請を受けて、インパクト投資のた
めに6,800万ドルを拠出しました。32 

我々はこうした様々な形式の投資や共同投資を、「外部ソ
リューションへの投資」戦略と総称しています　1　。このモデ
ルは企業が通常知的財産を調達するために取る慣習的な手
段のほとんどを踏襲しており、異なるのは、どの案件を選ぶか
の見極めに社会や環境に関する基準が適用されるという点の
みです。企業はこのモデルにより、社内のリソースを通じては触
れることのできなかったイノベーションの幅広い領域に触れる
ことが可能となり、主要事業に焦点を当てたまま、リスクを抑
えることができます。

またこのアプローチでは、企業は、測定可能なインパクトを与
えるまでに成熟したソリューションを支援することが可能です。
ソリューションをゼロから開発していたのでは、その段階に達
するまでに数年を要するでしょう。そのため一部の企業は、実
証済みのソリューションを拡張することが、最も多くのインパク
トを実現する方法だと考える可能性があります。またソリュー
ションの効果が十分に実証されていない場合は、有望ではあ
るがまだ実証されていないソリューションへの投資を選択す
ることもできます。その場合、ソリューションの導入範囲を広げ
るには、成果を捕捉してソリューションの有効性を証明するこ
とが不可欠です。

投資は、企業が、自社の既存の商品・サービスを外部のどの能
力と組み合わせるべきかを特定することに役立ちます。件数と
しては多くないものの、社内に有望な能力を取り入れるため、
買収を行う場合もあります。ライフサイエンスおよび材料科学
のグローバル企業であるDSM社は、自社のベンチャー・グルー
プを「アウトサイド・イン（外側から内側への）」イノベーション
部門として利用し、2001年以降、50以上のスタートアップに投
資して少数株主持分を取得しています。また新興企業と提携し
て、ブレイクスルーのアイデアを自社の商品・サービスに取り
入れることも少なくありません。同社が革新するどの新規事業
においても、各ターゲットは同社の「people-planet-profit」基準
を満たしている必要があり、同社のコーポレート・ベンチャリング
は、同社のバランスシートから直接支払われます。33 

厳しい規制が課された分野（栄養、医療、先端素材）の質の高
いメーカーであるDSM社は、自社の製品の販売規模を拡大し
たいと考えている新興企業にとって魅力的な提携先であり、
DSM社も同様に商品・サービスの多様性を拡大し、大規模に
提供できるようになることで、新しいビジネスモデルや隣接市
場へのアクセスを含めた利益を得ることができます。34 同社は
外部のイノベーターから新鮮な考えを取り入れていますが、そ
れは、同社が製造業で成功を収めている理由である正にその
資質—つまり精密加工、慎重な意思決定、そして明確に定義さ
れた組織構造—のために、社内の起業家精神に富んだ人々に
とって、伝統的な事業の運営方法から離れた新しい商品・サー
ビスを開発することが時に困難だからです。

「大手企業にとって、起業家精神を育み、複数の分野にまたが
る作業を行うことは困難であり、歴史と共に培われた強力な
企業文化を持つ、歴史ある企業にとっては尚更です。それと同
時に、歴史と共に培われた企業文化を焦ってひっくり返そうと
すれば、損失を被ったり、社員の心が離れたりすることもあり
えます」（DSM社のベンチャー担当マネージング・ディレクター、
ピーター・ウォルタース氏）。35 このためDSM社は、社内にイノ
ベーション・センター（コーポレート・ベンチャリングの活動拠
点）を設け、同社に成功をもたらしてきた企業文化の要素を犠
牲にすることなく、社内の起業家精神を強めることに貢献しう
る外部のアクセラレーターやインキュベーターを活用　3　）
しながら一歩ずつ可能性を探っています。36
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企業は通常、既に成長とインパクトの強力な証拠を示してい
る新しいソリューションにアクセスし、それを支えるという、リス
クの低い手段を取ろうとする。経営陣は現在の優先的事業か
ら人員を割こうとはしない。一方、他の4つの戦略では、社内で
より多くの時間を投資することが求められる傾向にある。

●コーポレート・ベンチャリング
●インパクト投資
●営利ファンドへの共同投資

外部ソリューションへの投資

この戦略と他の戦略との違い

●企業は投資期間内に望ましいインパクトとリターンを実現できそうな投資を検討するものの、（インパクト）投資では通常、より
長い期間を要することを認識しなければならない。DSM社は、ベンチャー事業への投資を通じて少なくとも1ラウンド（複数年）
の投資期間にわたりスタートアップへの出資を行い、スタートアップの事業と知的財産が最初のラウンドで好成績を収めれば、
その後のラウンドで定期的に投資することを選択した。スケジュールが予測可能であるため、資本の割り当てやポートフォリオ
戦略の定期的な見直しに有利となっている。37

●デュー・ディリジェンスを行えば、比較すべき案件を減らし、データを絞り、インパクトの測定方法の揺らぎを減らせる可能性があ
るが、そのためには一般的な取引以上に投資対象者とコミュニケーションを取り、よりカスタマイズされたデュー・ディリジェン
ス・プロセスを実行する必要がある。初期段階でのベンチャー投資に慣れた企業は、他の取引と比較するのが困難な、ユニーク
でソーシャル・インパクトの強いビジネスモデルに投資することの難しさにはさほど驚かないだろう。しかしそうした企業でさえ、
社会面や環境面での成果の改善に向けて最適化することには苦戦するかもしれない。多くの企業にとって、この基準に基づい
て投資に関する意思決定を行うのは比較的新しいことだからである。

主な考慮事項

●中核事業に結びつかないか、または大きな成果を生まない投資をいくつも行うこと。この戦略では一度に多くの投資を実施す
ることが可能だが、その場合、企業はどのような方法をとるかについて、明確な意図を持ち、計画に基づいて投資を行わなけれ
ばならない。

避けるべきこと

例

●多くの小さい賭けを行うことで、企業はより幅広いイノベー
ションを活用することが可能となり、またこのことは、混乱か
ら自社を守るメカニズムともなりうる
●取引相手となりうる小規模な多くのイノベーターを集めて、
買収することも可能

●データによって有効性が裏付けられた、より綿密に練られた
ソリューションを実行することで、投資リスクを引き下げるこ
とができる

●段階的な投資機会が得られる

●より社内に焦点を当てた戦略と同じようには、起業家精神と
イノベーションの企業文化を推進することはできない

●最も優れたイノベーターや知的財産を巡って他の出資者と
交渉し、競争しなければならない。上乗せ金額を支払わなけ
れば、有望な知的財産を競合に奪われる可能性もある

この戦略の一般的なメリットとデメリット

メリット デメリット
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ネットワークを活用する
規模を拡大できそうなソリューションを特定し、
テストするため、課題解決のための
組織間ネットワークに参加する

2

企業がこの戦略を取るのは、単独で行動していたのでは意図
するインパクトや市場開発を実現できないが、業界内または他
の業界やセクターと協力すれば実現可能だと判断した場合で
す。これには、共通の目的に関する戦略的パートナーシップの
締結や、社会課題を前進させるためのオープンなイノベーショ
ン・プロセスの実行が含まれる場合があります。フレグランスお
よびフレーバー（食品香料）事業を営む世界最大の非公開企
業、フィルメニッヒ社は、ソーシャル・インパクトを生む商品・
サービスを追求する手段としてのパートナーシップに強い信
頼を置いています。38 同社は最近、発展途上国の衛生ソリュー
ションを加速するために必要な共同イノベーションを強化す
べく、キンバリー・クラーク社、ユニリーバ社、LIXIL社および15
の衛生専門家団体と共に、「Toilet Board Coalition」を共同で
設立しました。39 その目標はシンプルではありますが手強いも
のであり、強靭な事業セクターを立ち上げ、持続可能でレジリ
エントな衛生ソリューションを、それを持たない24億人（このう
ち屋外で用を足しているのは約10億人）に提供し、ひいては
人々の健康状態、生産性および生活水準を改善するというも
のです。40 

同じ業界内の企業にとって、ネットワークは、協力した方が有
利な場合に、基礎研究段階の障壁に立ち向かい、または基準
を定めるためのメカニズムでもあります。例えば、サンタンデー
ル銀行にとってサステナビリティは長い間優先領域であり、同
行の意思決定に情報と影響をもたらしてきましたが、同行は
状況によっては他の国際銀行と協力した方がより大きな進歩
が得られることに気がつきました。「金融機関の環境イニシア
ティブ（Banking Environment Initiative）」はその一例です。41 

この協力の一環として、各行はソフト・コモディティーのパーム
油、木材、大豆、牛肉の調達方法を改善することで、2020年ま
でに森林の伐採量を差し引きゼロにすることを目指す「ソフ
ト・コモディティー協定（Soft Commodities Compact）」に出資
しました。同協定の参加者はこの出資が与える環境へのポジ
ティブなインパクトを高く評価しており、その一方で、こうした活
動からは、金銭面でのメリットも得られる可能性が高いと思わ
れます。サステナビリティ認証を受けたパーム油は他のものよ
り高い値が付き、世界自然保護基金（WWF）の調査によれば、
経営、ドキュメンテーション・システム、労働関係といった内部
要因の改善を通じて、より大きな金銭的利益を得られるケース
も少なくありません。最終的には、こうした改善によって、参加
者は時間と共に持続可能性を高めていくことが可能です。42
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企業はまだどのソリューションにも絞っ
ておらず、他の参加者の集合的な専門
知識を活用しながら、社会課題に対処
するための様々な方法を探りたいと考
えている。

● 共通の目的に焦点を当てた取引相手または同業他社（例：インターネット・アク
セスの拡大に重点を置くテクノロジー企業）との連合

● 課題に焦点を当てた団体（例：気候変動に焦点を当てたRE-AMPネットワーク）
● Social Lab
● オープン・イノベーションのためのクラウドソーシング・プラットフォーム            
（例：OpenIDEO、Launch.org、Kaggle）

ネットワークを活用する

この戦略と他の戦略との違い

● 参加者間の公平なギブアンドテイクを確保するため、責任を平等に分担する方法を見つけなければならない。複数の組織に属
する人々が共同で作業する場合は、ガバナンスが複雑化する場合がある。また長期的な協力を確保するには、各パートナーが
提供する能力の対価を明確に交換することが重要である。Toilet Board Coalition（TBC）の場合、参加している多国籍企業は、複
雑なシステムを早く、ある程度の規模で提供する専門家である。有望な衛生ビジネスモデルを育てるには資金へのアクセスとス
キルの構築が必要であり、開発専門家は、サービスが十分に提供されていない市場に衛生ソリューションを導入するうえでの喫
緊の優先事項を理解している。TBCは企業主体の官民パートナーシップであり、これらの要素をすべて備えている。企業はイノ
ベーションや有望なビジネスモデルを加速するために事業に関する専門知識と資金を投入し、公的部門はこの重要な課題の
ために民間部門に協力してもらう一方で、関係者が「持続可能な開発目標（SDGs）」に定められた投資の優先項目に焦点を当
て、共同で取り組むようチェックし、バランスを取る役割を担う。43

● 多様なニーズを持った参加者に幅広く参加してもらうことを目標にした時は、軽量級の柔軟なソリューションが最もうまく機能
する。建築資材の世界的サプライヤーであるCEMEX社は、「Construyo Contigo」イニシアティブを通じてこのアプローチを利用し
た。このイニシアティブは、低所得世帯が自分で家を建てるのに必要な研修、金銭的ソリューションおよび技術支援を提供し、低
所得世帯が自分で家を建てる能力を高めることで、居住環境の変革を可能にするというものである。「コミュニティはどれ1つと
して同じではないため、当社のモデル（例：政府、NGOとのパートナーシップ）は極めて柔軟であることが求められています」
CEMEX社のCSR担当ディレクターであるマーサ・ヘレラ氏は言う。44

主な考慮事項

● 優れたパフォーマンスをあげている参加者へのインセンティブと褒賞を怠れば、自分の努力がそれほど活動していない参加者
と同じように扱われているという怒りを招く可能性がある。参加組織の間で能力の差が大きい場合、複数のステークホルダー間
でパートナーシップを締結することは避けるべきである。各参加者が提供する能力とパフォーマンス水準に大きな差があれば、
参加者はわだかまりを持たずに取り組むことが難しくなり、継続的な摩擦の種となるおそれがある。

避けるべきこと

例

● 多くの多様な関係者が持つ集合的な資産と能力を基盤とす
ることができる

● 多くの関係者がソリューションの実験を行うため、問題をより
早く解決することができる

● 企業自身の盲点を認識しやすくなる
● 社会または業界全体の基準を変更し、一般社会の支援を得
ることができる

● 多くの目的やアイデアが競合し、進展が遅れる可能性がある
● 最も生産的な参加者を報奨し、その功績を称えることが難し

い。インセンティブが個人ではなく集団的なものとなる

この戦略の一般的なメリットとデメリット

メリット デメリット
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ソリューション開発を
外部で加速させる
ソリューション開発を加速させるために
外部のサービスを確保する

3

財務面や社会面でインパクトをもたらすような新しい事業
のコンセプトを考案することが難しい場合、そうした状況の
中でソリューションを開発することは一層困難となります。
そこでアクセラレーターの出番となります。アクセラレー
ターは、事業の成熟度を1段階押し上げることのできる専門
知識に基づいて、初期段階のベンチャー事業が陥りやすい
おとし穴を回避し、ベストプラクティスを踏襲するのを手助
けします。

アクセラレーターは関連する様々な専門知識領域にまた
がった、その多くが堅固なネットワークを構築しており、自身
とそのネットワークを通じて、ソリューションの規模拡大に
必要な幅広いニーズを支援します。ソーシャル・インパクトを
生むビジネスモデルに特化したアクセラレーターは時とし
て「インパクト・アクセラレーター」と呼ばれ、近年急増した
スタートアップアクセラレーターに近い存在です。ロックフェ
ラー財団とMonitor Deloitteが2013年に行った現状調査で
は、米国、サハラ以南のアフリカ（SSA）、および東南アジアだ
けでも、インパクト企業に焦点を当てたアクセラレーターの
数は160以上にのぼりました。しかしソーシャル・イノベー
ションに焦点を当てたアクセラレーターは非常に新しい存
在です。ロックフェラー財団が調査を行った当時、「インパク
ト・アクセラレーター」の設立からの平均年数は5年未満で
した。45 大手企業をターゲットにしながらも社外に留まるア
クセラレーターが登場したのはもっと最近のことです。イン
タビュー対象者のうち、インパクト・アクセラレーターの採用
を検討していた企業は少数ながら存在しましたが、いずれ
も初期の段階でした。

DSM社は、ソーシャル・イノベーションに関する外部の先端
的なプラクティスと自社の技術的な専門知識とを組み合わ
せる手段として、外部のインパクト・アクセラレーターとの提
携に関心を抱いています。46 アクセラレーターを通じてソ
リューションを開発する目的の1つは、実証実験が済んだソ
リューション案を再び社内に戻し、支援が得られれば更に
投資を行い、市場に投入することです。新しい商品・サービ
スの創出には長けているものの、拡張が苦手な企業にとっ
て、外部のアクセラレーターは、コンセプトを商品化し、規模
拡大戦略の実行を助けてくれる存在です。

我々がインタビューを行った、起業家精神に富んだ人々の
うち、現在このモデルを模索している人々は、アイデアがメ
リットを発揮する前に抹殺しかねない社内の状況からアイ
デアを切り離すという考えに興味を抱いていました。それと
同時に、アイデアを開発し、成功させれば「勝利」と見なされ
るようにするためには、アイデアを企業の手元に保つ必要
があります。「企業文化を変え、より長期的でよりハイリスク
な賭けに出ることの価値を企業内の人々に気づかせるに
は、複数の成功事例を指摘できることが極めて重要です」

（ノボザイムズ社のクラウス・スティッグ・ペダーセン氏）。47 

この戦略を追求する企業の一部は、ソーシャル・インパクト
の強い自社独自の商品コンセプトを推進したいと考え、ま
た他の企業は他の企業と協力し、共同プロジェクトのため
に資金を共同出資することを検討するでしょう。
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（最初の2つの戦略とは異なり）企業は市場に投入したい商品・サービスを
思い描いているものの、ソリューションを実験し、開発するための特定の社
内リソースや支援が不足している。

●アクセラレーター
●デザイン会社
● 助言サービス（例：コンサルティング会社）

ソリューション開発を外部で加速させる

この戦略と他の戦略との違い

● 企業内部の能力を最も補完するような強みを持ったサービス・プロバイダーを選ぶこと。この意味において、アクセラレー
ターまたはコンサルティング会社選びは、企業が追求する、他の事業パートナー関係に似たものになると思われる。例えばイ
ンフラ・プロジェクトのための借入を行う際は、融資期間が比較的長いこと、環境や社会という基準、そして測定能力を理由
に、開発銀行をパートナーに選ぶ可能性がある。48 企業が形ある新しい商品に関して、人間を中心に据えたクリエイティブな
設計アプローチへの支援を求める場合、イノベーション・ファームは良い選択肢となるかもしれない。49

主な考慮事項

そもそも追求すべきでないと思われるソリューション・コンセプトを、便利だからという理由で外注すること。社内の主要ス
テークホルダーが潜在的なソリューションの価値を理解できず、そのアイデアに抵抗を示すようであれば、実証実験をするた
めに追加リソースを投じることは、たとえそのコストが比較的低かったとしても、リソースの無駄遣いとなる可能性が高い。

避けるべきこと

例

●初期の段階にかかるコストは限定的なため、マイナスのリ
スクを抑えながら簡単に始めることができる

●効果的で、実証済みのイノベーション・プロセスを踏襲する
場合が多い

●企業から離れているため、実験の制約が少なくなる
●通常、投資額は社内で開発する場合よりも少なくて済む
●社外の専門知識を活用できる
●段階的な投資機会が得られる

●透明性に欠け、また企業によるプロセスの管理が不十分に
なる可能性がある

●時間の経過と共に優先事項が変化したり、経営陣から十分
な支援が得られなくなった場合、イノベーションを再度会
社に戻すことが難しい

●企業内部に、より革新的な企業文化を育てることには役立
たない

この戦略の一般的なメリットとデメリット

メリット デメリット
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サンドボックス・ソリューション4
社内で開発されたソリューションを、
共通の実験場を通して実証実験にかける

社会課題に対処するソリューションの開発を模索する中で、
規模拡大の見込みがないパイロットテストは数多くありま
す。ソーシャル・セクターの非営利団体は数十年にわたって
ソリューションの開発に苦戦し、近年では、事業原則を修正
し、「市場を基盤としたソリューション」を通じて規模拡大を
実現することに関心を抱いています。しかし企業が根深い問
題に自力で取り組もうとすれば、問題の複雑さや社会全体
に広がるという性質のために、多国間の開発団体や慈善団
体、地域のNGOに至るまで、それまで関わりのなかった事業
体も含め多くのステークホルダーが協調して取り組む必要
があることに気づき、愕然とするかもしれません。場合に
よっては、新しいソリューション開発の最初からこれらの関
係者を組み合わせて活用することが必要な可能性もあり、
その場合、企業は「ネットワークを活用する」戦略を追求す
ることになります。

しかし企業がブレイクスルーをもたらすと思われるソリュー
ションを既に開発しているのであれば、それを「サンドボック
ス化」、つまり外部の意見を交えて負荷試験を行うことで、
顧客の使用に耐え、望ましいソーシャル・インパクトを実現
する準備が整っているかどうかを確認することができます。
いずれにしても、ソーシャル・インパクトを目指すベンチャー
事業のハードルは高くなります。保健や安全と関係している
場合はなおさらです。保健領域では、医療介入が健康に及
ぼす効果を検証するため、厳密なランダム化比較試験※が
長い間行われてきました。そしてこのエビデンスを基盤とす
るという考え方は、ここ数年、ソーシャル・インパクトの他の
領域にも広がりました。ソリューションの効果を評価するこ
とは「サンドボックス化」の一部ではありますが、その一面に
過ぎません。企業は商品またはサービスが特定の利用者の
ニーズに合っており、基準や規則を遵守しているかどうかを
確かめるため、外部の意見を求める場合があります。ソ
リューションを望ましい利用者に提供し、利用してもらうこ
とも重要であり、他のステークホルダーは、それに関して有

※対象者を無作為に介入群（ある事柄を実施）と対照群（実施しない）とに割り付け、その後の現像を両群間で比較するもの

益な見識を提供することができます。したがって、ソリュー
ションを「サンドボックス化」する用意ができた時点の外部
のサービスまたはパートナーの活用は様々な形を取る可能
性がありますが、市場の実際のニーズに応えられるよう、ソ
リューションをすぐに拡大可能な状態で準備することがその
共通の目的です。

カナダのトロントでは、周囲を政府のオフィスに囲まれた、
もともと病院だった建物にMaRSディスカバリー・ディストリ
クトが入居し、社会システム全体にまたがるソリューション
によって、社会全体を覆う問題に対処しています。ここには
社会課題に関心のある新興企業と製薬会社やテクノロ
ジー企業が同居しており、政府からの積極的な介入を得て、
セクターの枠を超えて新しいソリューションを支援するシス
テムが構築されています。ヘルスケア・システムにおいては、
このことは特に有益と言えます。通常、適切なエビデンスを
確立して政府の承認を取得したり、資金を確保したり、ソ
リューションの採用を促したりすることは、それぞれ別々の
手間のかかるプロセスだからです。「MaRSエクセレンス・イ
ン・クリニカル・イノベーション・テクノロジー評価（EXCITE）
プログラム」はこうしたプロセスをまとめたものであり、プロ
グラム参加者は、保健制度に採用されるために極めて重要
な規制・認可の承認や保険償還・購入審査を受けるための
エビデンス・パッケージである「EXCITEコア・エビデンス・バ
ンドル」を得ることができます。50 

この戦略はソーシャル・インパクト分野では最も新しいもの
です。これに至るまで、イノベーションのペースを落としかね
ない業界全体の障害を克服するため、政府は数十年前から
企業と協力して航空、防衛、保健分野における新技術の開
発を進めてきたのです。このため、この戦略についてもっと
よく知りたいと考える企業は、このアプローチを追求してき
た他のセクターの例を検討するとよいでしょう。
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企業は自社のベストを尽くしたソリューションを開発してい
るものの、外部の障害に直面しており、それに対応するには
他の関係者とリソースや知見を出し合い、新市場を開拓す
るのが最善の方法である。

●市場にソリューションを提供するための合同ベンチャー事
業および戦略的パートナーシップ

●評価サービス
●市場への参入助言サービス
●（規制上の課題をクリアするための）政府との合意

サンドボックス・ソリューション

この戦略と他の戦略との違い

●成功を収めるためには、克服しなければならない社会全体の障壁について協力しあう必要がある。1社がターゲット層へ
のリーチという課題に焦点を絞り、別の会社が政府規制への対応に気を取られている場合、それぞれ別の目標を追ってい
ることになり、どちらの当事者にとっても共同で努力する価値がなくなる。

主な考慮事項

参加者が、前提となった初期の考えを説明せずにプロセスの後期段階でソリューションを提示した場合に起こりうる誤解や
意見の不一致。

避けるべきこと

例

●他の組織と専門知識を出し合うことができる
●共同出資モデルを用いることで、利用可能な資金プールが
拡大する

●かなり複雑な、自由形式での探求と実験が可能になる
●商品・サービスの適合性とインパクトを外部環境の中でテ
ストすることができる

●本来ならば社会全体に広がる障壁を乗り越えられなかっ
たであろうソリューションを市場に提供することができる

●イノベーション・プロセスの後期の段階で新しいパート
ナーを導入し、信頼することは困難な場合がある

●主要ステークホルダーが協力をしぶったり、協力するまで
に時間がかかり過ぎたりする場合がある

●ソリューションを市場に提供する前に他社に気づかれ、模
倣されるおそれがある

●社会全体に広がる障壁の中には、たとえ更なる支援を受
けたとしても、克服があまりにも困難なものがある

この戦略の一般的なメリットとデメリット

メリット デメリット
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社内でのイノベーション5
ソリューションを完全に社内で開発する

プロセス全体とイノベーションを社内で実行する能力を
持った企業は、多くの場合、そうすることを選びます。ペプシ
コ社にとって、このことは、3,000種類の商品ラインアップに
含まれる多くのスナックや飲料の風味を損なうことなく、添
加された砂糖、塩および飽和脂肪成分の量を減らすため、
健康に焦点を当てた調査の研究開発費を大幅に拡大する
ことを意味しました。この動きは同社の最上部から始まりま
した。同社のインドラ・ヌーイ会長兼CEOは初めから大胆な
スタンスを取り、2006年の就任時には次のように述べまし
た。「グローバル・ニュートリション・グループの創設は、栄養
事業の収益を現在の約100億ドルから2020年までに300億
ドルに伸ばすという当社の長期戦略の一部を成していま
す」。51 

より健康的な商品・サービスへのシフトは、時として株主と
ロイヤルカスタマーの両方を驚かせ、両者は自分たちのお
気に入りの（したがって収益性の高い）食品が変えられるこ
とに懸念を示しました。当初株価は暴落し、財務アナリスト
はその選択を疑問視しました。しかし同社で過ごした21年
間と将来の見通しを背景に、ヌーイ氏は、栄養面に焦点を
当てることは消費者の健康にとって正しい選択であるだけ
でなく、長い目で見れば同社の財務面にとっても賢明であ
ると確信していました。社内の他の人々は、同社の元最高財
務責任者である同氏の直感と、株主への価値提供に関する
同氏の理解を信頼しました。52  同社はその後の9年間で山
場を乗り越えたように見え、現在、より健康的な食品は同社
の収益の20%を占め、また同社のポートフォリオに占める
割合は拡大傾向にあります。53 

一部の企業は、社運を賭ける前により段階的な実験を行う
ことを好みます。企業は自社の研究開発インフラを設計し直
すことよりも、むしろ社内のインキュベーターに新しいアイ
デアを試させることを選ぶのです。フィリップス社のフィリッ
プス・アフリカ・イノベーション・ハブの責任者であるマーテ
ン・ヴァン・ヘルペン博士にとって、BOPに焦点を当てたイノ
ベーションを市場に提供するインキュベーターを作るとい
う考えはほとんど偶然の思いつきでした。自身の名で100以
上の特許を取得し、2つのベンチャー事業を創設した経験を
持つ同氏は、発明家兼起業家であることに慣れており、フィ

リップス社のケニアのインキュベーター施設で、約40人の発
明家とソーシャル起業家を監督する立場に置かれました。
ここでは、コミュニティの診療所から、そこで使用されるツー
ルに至るまで、包括的な事業の開発を行っています。そうし
た製品の1つが、他の低コストのモニターが頻繁に故障して
しまうような苛酷な環境でも耐えられる、低コストのドップ
ラー胎児超音波心音モニターでした。フィリップス社のモニ
ターはジェルの代わりに少量の水を使用し、電源がない場
合は手回し式の予備電源装置が付いていることもケニアの
環境に適していました。54 

「質素であることの最も重要な点は、地元の状況にマッチし
ていることです」（マーテン氏）。55 妻と、養子に迎えたケニア
人の少女と共にほぼ1年にわたってケニアに住んでいた同
氏は、地元のニーズに触れるのに適した立場にありました。
同氏がケニアに引っ越したきっかけは娘でしたが、同氏と
フィリップス・アフリカおよびフィリップス・リサーチの同僚た
ちは、ケニアには包括的なイノベーションについて他にはな
いチャンスがあることを早くから認識していました。アフリカ
のこの地域は深刻な医師不足に悩まされており、医師の育
成が追いつかないため、状況がすぐに改善する見込みはあ
りませんでした。よって、医師の負担を減らすためには医師
以外の人々に権限を与え、本来の業務以外の役割も果たせ
るようにする必要がありました。「ケニアにはまったく新しい
ソリューションと新しい働き方を創り出すチャンスがあり、そ
のためブレイクスルー・イノベーションを生み出すことはは
るかに容易です」。56 マーテン氏はケニアに先行投入した商
品が、似たようなコスト面での制約や医師不足に直面して
いる世界の他の地域でもブレイクスルーを引き起こすだろ
うと楽観視しています。

実行している戦略は異なるものの、ペプシコ社とフィリップ
ス社はソーシャル・イノベーションを「作るか、買うか」という
質問に対し、社内で自社の商品・サービスを「作る」ことに注
力すると答えを出したのです。そうすることで、両社は我々が

「社内」戦略　5　と呼ぶものを体現しています。これはイン
タビューに応じてくれた人々の大多数が取りたいと答えた
モデルですが、自社がこのモデルを実行する準備が整ってい
ると答えた人はごく少数でした。
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企業はイノベーション・プロセスを最初から最後まで管理したいと考えており、ソリュー
ションを自力で開発するための適切な条件と能力を備えている。これに対し、他の4つ
の戦略では、新しいソリューションを開発するためには外部の協力者の存在が不可欠。

●中央集権的な研究開発部門の一部
●社会面や環境面で成果をあげること
に取り組む専任のインキュベーター

社内でのイノベーション

この戦略と他の戦略との違い

●最上位の経営陣から下位の従業員に至るまで、社内全体を通じて協力を取り付ける必要がある。イノベーション・プロセスを完
全に社内で実行する場合、新しいアイデアに対して不信の目が向けられたり、効果が証明される前に主要ステークホルダーが
関心を失ったりする可能性が高くなる傾向にある。ペプシコ社のインドラ・ヌーイ氏の健康に対するコミットメントと、買収を行
い、新しい科学者を雇い入れ、商品を変更した力がどのようなインパクトをもたらしたか、もう一度考えてみてほしい。

●ソーシャル・イノベーション・チームは、社内の他の部門とは独立して業務を行い、そのための報告ラインを確立する必要
が生じると思われる。企業は、経営陣が直接イノベーション活動を支援するような形でも、イノベーション活動を慎重に管
理するような形でも、報告ラインを構築することが可能であり、そのどちらを選択するかに、イノベーション・プロセスが社
内にどう組み込まれているかが反映される。ソーシャル・インパクトを目的とした商品・サービスの設計など新しい領域を
模索する場合、実験を行うには、確立されたプロセスや指標の一部を修正するか、完全に取り除く必要があり、そのため
往々にして経営陣への上申が必要となる。通常、ソーシャル・イノベーション活動の管理者が、要件やプロセスを変更する
権限を持った経営陣メンバーに報告する形を取れば、上申の頻度と効果は高まる。ケニアでフィリップス社のインキュベー
ター施設を運営するマーテン氏の場合、アフリカCEOと同社の経営会議に報告することで必要な支援を得て、これまでと
は根本的に異なる、サービスを包含したビジネスモデルを開拓し、社内の他の事業部門にも影響を与える可能性のある
新しい方向性を打ち出している。57

主な考慮事項

社内でのイノベーションには「盲点」が生じる可能性がある。企業は商品やサービスを提供する対象である新しい、ユニーク
な消費者を理解すべきであるだけでなく、重要な外部のパートナーを退けないようにすることも非常に重要である。インド
に本部を置き、100以上の事業会社を傘下に持つ世界的企業のタタ・グループは、次のような創業者の言葉を忠実に守って
いる。「コミュニティは単なるもう1つのステークホルダーではなく、我々の存在理由である」。そのためタタ・グループの多く
の企業は数十年にわたり存続しており、結果として工場周辺のコミュニティと深い関係を構築している。58

これらの戦略にはそれぞれ独自のチャンスと課題が伴い、一部の戦略は、他のものより多くの実績や教訓を提供しています。
社内でのイノベーション戦略と外部ソリューションへの投資戦略には豊富な例があるものの、サンドボックス・ソリューショ
ン戦略やソーシャル・インパクト・アクセラレーターの活用戦略はかなり新しいアプローチです。次のセクションでは、企業に
とってどの戦略が最適かを見極める際の判断基準を紹介します。

避けるべきこと

例

●会社や経営陣の他の優先事項と密接に歩調を合わせるこ
とができる

●社内の他部門との距離が近いため、往々にしてそれらと統
合することが容易

●企業の能力と事業部門を効率的にフル活用することができる
●社内のより広い範囲に適用可能な新しいビジネスモデル
を生み出すことができる

●膨大な事務手続きや大企業の企業文化にありがちな足踏
み状態に悩まされる可能性がある

●リスクを取ろうとしない企業文化または社内の慣習があだとな
り、真に革新的な商品・サービスを生み出せないおそれがある

●社内でインセンティブに関する課題が生じる可能性がある
（例：失敗ではなく、熱心に取り組まないことを罰するには
どうすればよいか？）

この戦略の一般的なメリットとデメリット

メリット デメリット
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本レポートで特定した5つの戦略には、それぞれ最も適した環
境があります。企業、その業界、およびより幅広い環境が持つ
特徴は、いずれも企業が成長とインパクトを戦略に盛り込め
るかどうかに影響します。ソーシャル・イノベーションを追求す
るための条件が整っていない企業においては、インタビュー対
象者の口から何度も聞かされた落とし穴を避けるためにも、
意欲的なソーシャル・イノベーション戦略に乗り出す前に基本
的な条件を整える方が先決です。

企業が重要なものとして挙げた特徴の中で最も多かったの
は、経営陣の優先事項と企業文化でした。企業幹部と従業員
の間で機会についての意見が一致しなければ、株主や消費者
を含むそれ以外のステークホルダーからの支持を得ることは
難しくなり、信憑性がないと受け止められます。共通のビジョン
について合意した場合でも、企業がその目標に適応できるか
という問題が出て来ます。企業は、目標を支えるのに必要なガ
バナンス構造やインセンティブを構築しなければなりません。
時代に合わせて自社や自社の商品・サービスを変革してきた
歴史を持つ企業は有利な立場と言えます。

企業のリスクテイクの意欲や失敗に対する態度を決定するの
は往々にして経営陣であり、経営メンバーそれぞれの固有の
属性が、企業がどれだけ革新的であるかに影響を及ぼします。
例えば調査によると、経営陣が多様性の観点で3種類以上の
生来的な（持って生まれた）特徴と後天的な（学歴やこれまで
の勤務地など、経験から得た）特徴を持っている企業は、革新
性やパフォーマンスにおいて他社を上回る傾向にあるとの結
果が出ています。59

世界経済の状態も重要な役割を果たします。景気が不安定な
時期には、企業は投資のリスクを減らすか、より慎重なポジ
ションを取らざるを得ないこともあります。特に景気が不安定
でなくても、あまり不確実性を好まない企業もあります。このた
め、企業のリスクアペタイトは、企業がソーシャル・インパクト
を追求する意欲に影響を及ぼすことになります。ノボザイムズ
社のペダーセン氏は、企業が、有望ではあるが複雑な新しい
商品・サービスに単独で取り組む態勢が整っていない場合、
DIVAのようなインキュベーターが「一部のリスクを取り除く」こ
とができると信じています。60 DIVAのようなモデルであれば、企
業はイノベーション・プロセスの節目節目で投資を行うか、行
わないかを段階的に決定することが可能であり、プロジェクト
に追加のリソースを費やすかどうかを体系的に見直すことが
できます。或いは、2008年の世界金融危機以降、多くの金融機
関はリソースに制約があったため、シティが過去5～7年間に
行ってきた取り組みでは、既存の人材を活用することが非常に

重要でした。金融サービスの普及と環境へのインパクトを高め
るため、同社は既存の従業員チームにクライアントのニーズを
別の角度から考えるよう促し、結果的にサステナブル資金とし
て1,000億ドルの貸出、投資および支援を約束するイニシア
ティブなどが生まれました。61

また、一般にソーシャル・イノベーションに役立つ特徴もありま
す。企業が財務面と社会面での長期的な投資リターンを優先
していることはその最たるものです。財務面と社会面でのリ
ターンをどれだけ重視するかは、企業ポートフォリオのどの部
分に関係してくるかによって、同じ会社の中でさえまちまちで
す。ノバルティス社のCSR戦略およびイノベーション担当シニ
ア・マネージャーであるマイケル・ファースト氏が言うように、提
供する商品・サービスや予想リターンは、ターゲット層が世界
の所得階層別人口ピラミッドのどこに該当するかによって変
わってきます。「当社は様々な社会・経済的セグメントに属する
患者のニーズに採算の取れる方法で応えようとする際、ポート
フォリオ・アプローチを取っています。高所得者層向けの従来
の商品・サービスに加え、中所得者層以下のセグメントでは、
段階的価格設定、政府との拠出分担モデル、または個々の患
者向けの一部負担モデルなど、幅広いアクセス・モデルを用い
て営業を行っています。具体的に言うと、低所得市場では利益
が少ないか、まったく出ないソーシャル・ビジネスモデルを運営
しながら、十分なサービスを受けられていない患者のニーズに
応え、脆弱なヘルスケア環境を強化しています。当社は最も貧
しい市場でも同じ目標を掲げていますが、慈善活動によってそ
れを実現しようと努めています」。62  一部の企業はノバルティ
ス社のようにソーシャル・インパクトを目的とした商品・サービ
スをあらゆるセグメントに提供することを選ぶかもしれない
し、また別の企業はソーシャル・インパクトに加えて魅力的な
市場収益率を生む特定のセグメントに集中することを選ぶか
もしれません。ただし後者の場合、この戦略が収益性の低い顧
客セグメントに関して強いインパクトを与える機会を追求する
妨げとなる可能性があります。

一部の業界は、他の業界よりもソーシャル・イノベーションに
適している場合があります。デロイトのソーシャル・インパクト
部門がフォーチュン500社を分析したところ、株主価値の最大
化に焦点を当てている割合が最も高いのは金融サービス会
社であり、その一方で、調査を行った消費財企業やヘルスケア
企業はソーシャル・インパクトをもたらす商品・サービスを自社
のブランドや成長戦略に不可欠と見なす傾向があることが分
かりました。具体的にどの種類のソリューションを追求するか
も、業界によって異なります。

ソーシャル・イノベーションに向けた
企業の準備状況を認識する
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大半の業種では、企業は常に環境のサステナビリティを最優先課題としてきました。しかしその一方で、幅広い地域で事業を
展開している金融企業やヘルスケア企業の回答者は、コミュニティにサービスを提供するなどの目的を優先してきました。

企業がどのような顧客にサービスを提供しているかもまた企業の選択に影響を及ぼします。消費者は企業と比べ購入に関
する意思決定に社会や環境に関する考慮事項を盛り込む傾向が強いため、消費者を対象とする（B2C）企業は通常、企業を
対象とする（B2B）企業よりも社会的責任を果たすよう求める強いプレッシャーに晒されています。しかしフィルメニッヒ社の
ような一部の企業は、社会面や環境面での成果をあげるために協力したことで、バイヤーやバリューチェーンに携わる人々
との関係が強化され、新事業の推進に役立ったと述べました。63

ある企業が成長と社会へのインパクトを目的とする特定の戦略に乗り出す上で有利な立場にあるかどうかを判断する際
は、以下の条件を考慮するとよいでしょう。

そのイニシアティブは組織やステークホルダーの文化および価値観と結びついているか？ 
新しいイニシアティブを立ち上げる前に、同僚や社外の信頼できる仕事仲間と協議し、コンセプトに磨きをかけ、潜在的な
懸念事項を指摘し、推奨事項を提示することが重要です。近年、新しい社内プログラムから問題に焦点を当てた公的キャン
ペーンに至るまで、イニシアティブの立ち上げを急ぎ過ぎた企業は、そのイニシアティブが企業の価値観と一致しないか、企
業の現在の事業にそぐわないように見える場合、従業員と一般社会からの反発に遭っています。

ソーシャル・イノベーション・プロセスの実行チームは、企業の強み、潜在的な盲点、そして外部の支援が必要な領域につい
て、現実的で率直な感覚を持っているか？
企業が新しい戦略を追求する際、何らかの制限が表面化し、これに適応するか、プロジェクトを終了せざるを得なくなる場
合があります。そうした教訓を通じて成長し、時には失敗を受け入れるには、謙虚さが必要です。MASISA社が包括的なビジ
ネスモデルの開発に力を入れていた時、中南米事業と平行して10以上の試験プロジェクトを実施し、そのほとんどに大工
が関わっていました。事業規模が小さいか、同社の事業とは無関係だったために、これら10個のモデルのうちいくつかは中
止されることになりました。この選別プロセスには時間と労力を要し、中止が決まったモデルの支援者の間には敗北感が
残りました。他方、同社はこの経験を元に、2025年までに少なくとも100,000人の大工から成るネットワークを構築すると決
定しました。同社はこのクライアント・セグメントに長年商品やサービスを提供し、クライアントを熟知していたにもかかわら
ず、こうした起業家に望ましいインパクトを与え、成果を測定することは容易ではありませんでした。64

企業は自社の商品・サービスの機能性だけに焦点を当てる状態から、自社が実現したインパクトの評価へとシフトする用
意ができているか？
商品・サービスがより健康的な消費習慣や識字率の向上といった社会的成果をもたらすような方法で利用されるかどうか
のカギを顧客が握る場合、顧客の意見は一層重要となります。テクノロジー企業を相次いで設立したデシュ・デシュパンデ
氏が述べたように、「テクノロジー・ベンチャー事業ではイノベーション＋妥当性＝インパクトですが、ソーシャル・イノベー
ションでは反対に妥当性＋イノベーション＝インパクトになるのです」。65

企業は新たな顧客に受け入れられてインパクトを実現するのに必要な、追加的な時間やリソースを投資する用意ができて
いるか？
多くの場合、社会や環境に大きなインパクトを及ぼしたり、市場を開発したりする機会には、消費者の教育や、リーチしづら
いコミュニティとの関係強化が伴います。例えばシュナイダー・エレクトリック社が社会的企業や新興企業に投資して少数
持分を取得する場合、投資期間は5～7年であり、従来の非公開企業への投資よりも長く設定されていますが、これはインパ
クトの強い商品・サービスを市場に投入し、それに伴う社会的成果の改善を測定するには比較的長い期間を要することを
認識しているからです。66
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5つの戦略のそれぞれを取り入れる企業は、現在の事業にとっ
て必然的な次の行動として、たまたまその道を選んだわけで
はありません。それまでの事業からどれだけ離れたかは企業
によって異なりますが、いずれの場合も、新しい方向に進むに
はメリットとデメリットについての古典的なバランスを取る必
要がありました。各企業はそうしたデメリットと得られるであろ
う十分なメリットを照らし合わせ、新しいアプローチと共に歩
むことを決めたのです。

イノベーション・プロセスの5つの段階を通じた企業の能力に
よって、実行しやすい戦略とそうでない戦略が生じるとは言え、
どの戦略を取るかの決め手となるのは、それ以外の重要な考
慮事項です。特に万能型で豊富なリソースを備えた企業にとっ
ては、単にできることを追求すれば、焦点が定まらず、どのよう
な価値があるのか疑わしい、まったく違う方向へと進むことに
なりかねません。

最良の人材を擁しており、社内でソリューションを創出するの
にまさに適していそうな非常に革新的な企業でさえ、ネット
ワークに基づく問題解決を選択するケースは多々あります。自
社の事業からは出てこない新奇なソリューションを発掘した
り、商品を市場に投入する前に負荷試験を行って磨きをかけ
るため、コンサルティング・ファームまたはアクセラレーターの
協力を求めているのです。上で述べたように、企業の動機や、

企業がイノベーション・プロセスの中で果たしたいと考えてい
る役割は、戦略選びにおいて極めて重要です。競合やそれ以外
の外部企業のパフォーマンスは言うに及ばず、社内の状況も
戦略選びに関係し、また企業が本レポートの冒頭で触れた「需
要側」と「供給側」のプレッシャーをどの程度経験するかにも影
響を及ぼす可能性があります。

企業が「最適な」戦略を決定するのに役立つ多くの疑問に答え
を出すにはどうすればよいかを解説するため、図4に、通常、企
業が戦略を選ぶ際の一般的な意思決定ツリーを示します。こ
の意思決定ツリーの暗黙の前提になっているのは、特定の戦
略を選択する際、「成功を左右する」基準になる条件や要求事
項はどれであるかという判断ですが、これは当社の一次調査
におけるインタビュー対象者との会話やインプットに基づいて
います。

もちろん、この意思決定ツリーに含まれている疑問以外にも
考えなければならないことはたくさんあります。企業は自社の
未来を形作る戦略を決定するに当たり、自分で計算を行う必
要がありますし、企業が自社の方向性を決め、追求する方法は
実に様々です。企業は本レポートで取り上げた考慮事項と、自
社の目標に基づいた優先事項の間で、財務的リターンに加え、
前例のないソーシャル・インパクトを実現するための戦略（ま
たは複数の戦略の組み合わせ）を選ぶことができます。

「最適な」戦略を選ぶ

図4： 自社にとって最適な戦略を見極める
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今日ではあらゆる規模の企業が、本調査で触れた多くの理由
を含む複合的な理由のために、ソーシャル・インパクトを自社
の中核的商品・サービスに取り入れようとしています。従来型
ビジネスではもはや消費者の需要を満たすことも、ステークホ
ルダーの多様化する好みの変化に対応することもできません。
しかし新しい技術や資金調達の選択肢および法体系の登場に
よって、企業は最大級の社会課題を解決する前例のないチャン
スを得ています。そこに至るまでの道のりは平坦ではありませ
んが、見返りが得られる可能性が高く、今のところ競争は少な
く、行動を起こさないでいることの代償は高くつくことから、多
くの企業にとって、ソーシャル・イノベーションに取り組むこと
は有望なチャンスとなっています。自社に適したアプローチを
選んだ企業は、事業を成長させ、社会に大きく貢献し、最良の
人材をそのプロセスに呼び込むことができます。

本レポートでは、企業が収益性のある革新的な商品・サービス
を市場に投入し、ソーシャル・インパクトをもたらすための5つ
の方法を紹介しました。また本レポートでは、企業がどの戦略
（または複数の戦略）を追求するか決定する際に取りうるアプ
ローチと、効率的に戦略を決定する上で重要な、カギとなるい
くつかの条件を特定しました。本レポートで取り上げた多くの
企業は、非常に豊かな創造力に加え、ビジネス、サステナビリ
ティ、ソーシャル・インパクトの出会う場所で生まれつつある進
化、そしてこの出会いが企業にとってどれほど大きなチャンス
であるかを証明しています。

今日開拓されている財務的に持続可能なソリューションが将
来において及ぼす影響と、これらのイノベーションがどれだけ
世界を変えられるかを想像してみてください。再生可能エネル
ギーの使用は、今日原油への依存度が最も高い地域も含め、
世界のより多くの地域で常識となっていくでしょう。水の消費効
率を高め、水の浄化法や再利用法を進化させることで、水不足
に歯止めがかかるでしょう。世界中の貧しい人々が基本的な
保健・衛生サービスにアクセスできるようになり、数百万人の
命が救われるでしょう。台頭する中産階級は金融サービスを利
用できるようになり、良い仕事を手にし、そのことがブレイクス
ルー・ソリューションの次の波をもたらすでしょう。

本レポートの序文で強調したように、ビジネス界は、政府、ソー
シャル・セクターおよび市民と連携することにより、長期的な持
続可能性を高め、財務面での成長とソーシャル・インパクトを
実現するソリューションを考案・展開する上で、大きな役割を
果たすことができると我々は考えています。我々は本レポート
を通じて、企業のイノベーションへの道を確実にするブレイク
スルー戦略を通じて従来型ビジネスの先へと進み、関わりあ
るすべての人の便益のために社会を作り変える方法を示して
きました。多くの動きが同時進行しているエキサイティングな
現代において、より多くの大手企業が、世界の90億人が今世紀
半ばまでに地球の限りある資源の範囲内でより良い暮らしを
送るというビジョン2050の実現に参加し、道を開いてくれるこ
とを願っています。

結論
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